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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第136期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第136期

第２四半期 
連結累計期間 

第137期
第２四半期 

連結累計期間 
第136期

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日 

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高（千円）  7,496,675  8,107,420  15,643,152

経常利益（千円）  90,733  134,115  211,679

四半期（当期）純利益（千円）  22,758  37,085  75,626

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 △42,044  17,536  11,230

純資産額（千円）  5,388,098  5,408,476  5,416,149

総資産額（千円）  15,643,078  15,757,907  15,914,481

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 0.91  1.49  3.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  33.8  33.6  33.2

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
 534,117  △18,121  755,952

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
 △193,358  △82,901  △266,974

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
 △307,231  372,060  △449,833

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
 2,539,427  2,808,982  2,535,692

回次 
第136期

第２四半期 
連結会計期間 

第137期
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日 

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 

 △1.73  2.66

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

   

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。  

  

(1）業績の状況  

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響を受けて急速に落ち込んだものの、サプ

ライチェーンの復旧に伴い鉱工業生産が回復に転じるなど、持ち直しの動きとなりました。設備投資につきまして

は、毀損した生産設備の復旧があるものの、長期化する円高や欧州の金融不安を背景とした海外経済の先行き不透

明感の高まりがあり、慎重な動きとなりました。 

 このような状況のもと、当社グループでは、原子力発電所問題に関連した電力会社の設備投資抑制の影響を受け

つつも、配電盤の復旧需要等により、当第２四半期連結累計期間の売上高は8,107百万円（前年同四半期比8.1％

増）となりました。 

 損益面につきましては、価格競争の激化により粗利額が減少したことに加え、原材料価格の上昇等が製造コスト

を押し上げたことにより、営業利益は114百万円（前年同四半期比6.7%減）となりましたが、経常利益は134百万円

（前年同四半期比47.8%増）となりました。また、四半期純利益は37百万円（前年同四半期比63.0％増）となりま

した。  

  

 なお、製品区分別の売上状況につきましては、以下のとおりであります。 

「電子制御器」  

 電磁開閉器につきましては、主力の空調業界をはじめ機械装置関連各社の回復基調を受け、海外向けを中心に需

要が増加し、売上増となりました。 

 また、電力会社向け配電自動化用子局につきましては、一部で予算見直しの動きがありましたが、全体的には堅

調に推移し、売上増となりました。 

 その結果、電子制御器全体の売上高は1,479百万円（前年同四半期比3.7％増）となりました。 

  

「配電用自動開閉器」  

 主力製品の波及事故防止機器（通称SOG開閉器）につきましては、震災の影響がありましたが、リニューアルが

緩やかに動き出したことを受けて需要が増加し、売上増となりました。 

 また、電力会社向け配電用自動開閉器につきましては、一部の電力会社で原子力発電所問題に関連した設備投資

の抑制があり、売上減となりました。 

 その結果、配電用自動開閉器全体の売上高は3,805百万円（前年同四半期比2.5％減）となりました。 

  

「配電盤およびシステム機器」  

 配電盤につきましては、震災関連復旧需要の影響により、売上増となりました。 

 水処理機器につきましては、排水処理設備の需要が増加し、売上増となりました。 

 その結果、配電盤およびシステム機器全体の売上高は1,432百万円（前年同四半期比41.0％増）となりました。 

  

「その他」  

 産業機械の需要が増加し、金属加工分野等の売上が増加傾向となり、売上高は1,389百万円（前年同四半期比

20.9％増）となりました。 

  

 なお、上記の金額は、消費税抜きで表示しております。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

273百万円の増加となり、当第２四半期連結会計期間末残高は2,808百万円となりました。   

   

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動で使用した資金は18百万円（前年同四半期は534百万円の獲得）となりました。これは主に退職給付引

当金の減少等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動で使用した資金は82百万円（前年同四半期比57.1％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得

による支出等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は372百万円（前年同四半期は307百万円の使用）となりました。これは主に長期借

入れによる収入等によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動  

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、74百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。   

  

該当事項はありません。   

該当事項はありません。  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  94,000,000

計  94,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  25,143,291  25,143,291
東京証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  25,143,291  25,143,291 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 －  25,143  －  2,899,597  －  483,722

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社戸上ビル 東京都目黒区青葉台四丁目１番10号   2,119  8.43

 戸上 信一 東京都目黒区   1,663  6.62

 戸上電機製作所従業員持株会 佐賀市大財北町１番１号   1,333  5.30

 株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号  1,100  4.38

 株式会社佐賀銀行 佐賀市唐人二丁目７番20号   1,100  4.37

 戸上電機取引先持株会 佐賀市大財北町１番１号  1,085  4.32

 日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号   750  2.98

 戸上 孝弘 佐賀市   667  2.66

 戸上電機共済会 佐賀市大財北町１番１号  381  1.52

 戸上 鴻太朗 東京都目黒区   331  1.32

計 －  10,532  41.89
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①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、 

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       249,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    24,528,000         24,528 － 

単元未満株式 普通株式       366,291 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数  25,143,291 － － 

総株主の議決数 －          24,528 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱戸上電機製作所 
佐賀市大財北町 

１－１ 
 249,000  －  249,000  1.0

計 －  249,000  －  249,000  1.0

２【役員の状況】

2011/11/15 20:21:1711777449_第２四半期報告書_20111115202109

- 5 -



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,033,566 3,233,977

受取手形及び売掛金 4,494,461 4,627,537

有価証券 37,340 12,002

商品及び製品 1,467,846 1,162,215

仕掛品 1,211,553 1,295,640

原材料及び貯蔵品 1,058,991 1,071,687

その他 663,723 578,119

貸倒引当金 △1,167 △2,061

流動資産合計 11,966,317 11,979,119

固定資産   

有形固定資産 2,521,020 2,359,076

無形固定資産 172,598 147,224

投資その他の資産   

その他 1,262,319 1,282,186

貸倒引当金 △7,773 △9,700

投資その他の資産合計 1,254,545 1,272,486

固定資産合計 3,948,164 3,778,788

資産合計 15,914,481 15,757,907

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,309,643 3,137,418

短期借入金 1,910,572 2,058,544

未払法人税等 48,487 85,716

賞与引当金 452,466 365,674

その他 751,162 668,626

流動負債合計 6,472,333 6,315,980

固定負債   

長期借入金 1,397,200 1,679,498

退職給付引当金 2,023,686 1,831,645

役員退職慰労引当金 19,954 23,143

その他 585,157 499,163

固定負債合計 4,025,998 4,033,449

負債合計 10,498,331 10,349,430
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,899,597 2,899,597

資本剰余金 483,722 483,722

利益剰余金 2,071,740 2,083,930

自己株式 △31,850 △32,113

株主資本合計 5,423,210 5,435,137

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △62,275 △78,956

為替換算調整勘定 △72,224 △68,482

その他の包括利益累計額合計 △134,499 △147,439

少数株主持分 127,439 120,778

純資産合計 5,416,149 5,408,476

負債純資産合計 15,914,481 15,757,907
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 7,496,675 8,107,420

売上原価 5,900,937 6,579,780

売上総利益 1,595,737 1,527,639

販売費及び一般管理費 ※  1,473,339 ※  1,413,417

営業利益 122,398 114,222

営業外収益   

受取利息 1,100 1,035

受取配当金 7,080 7,078

鉄屑売却収入 17,926 29,065

助成金収入 9,152 10,070

保険返戻金 － 25,373

その他 37,442 27,491

営業外収益合計 72,701 100,114

営業外費用   

支払利息 25,953 23,970

売上割引 16,773 17,409

為替差損 54,037 30,239

その他 7,602 8,601

営業外費用合計 104,366 80,221

経常利益 90,733 134,115

特別利益   

貸倒引当金戻入額 317 －

特別利益合計 317 －

特別損失   

持分変動損失 108 －

投資有価証券売却損 281 645

投資有価証券評価損 － 8,979

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25,232 －

特別損失合計 25,621 9,625

税金等調整前四半期純利益 65,428 124,490

法人税、住民税及び事業税 41,466 77,814

法人税等調整額 4,703 16,574

法人税等合計 46,169 94,388

少数株主損益調整前四半期純利益 19,258 30,101

少数株主損失（△） △3,499 △6,983

四半期純利益 22,758 37,085
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 19,258 30,101

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △44,880 △16,306

為替換算調整勘定 △16,422 3,741

その他の包括利益合計 △61,303 △12,565

四半期包括利益 △42,044 17,536

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △38,527 24,145

少数株主に係る四半期包括利益 △3,516 △6,609
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 65,428 124,490

減価償却費 268,069 254,235

投資有価証券売却損益（△は益） 281 645

投資有価証券評価損益（△は益） － 8,979

固定資産除却損 164 2,259

貸倒引当金の増減額（△は減少） △317 2,820

退職給付引当金の増減額（△は減少） △74,344 △192,041

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △134,215 3,189

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,187 △86,791

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25,232 －

受取利息及び受取配当金 △8,180 △8,114

支払利息 25,953 23,970

売上債権の増減額（△は増加） 284,015 △128,105

たな卸資産の増減額（△は増加） △52,123 213,210

仕入債務の増減額（△は減少） 87,329 △176,949

未払金の増減額（△は減少） △16,208 △9,513

未払費用の増減額（△は減少） 34,213 △29,814

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,863 19,061

預り保証金の増減額（△は減少） △5,529 △56,935

その他 70,545 66,578

小計 597,366 31,176

利息及び配当金の受取額 8,180 8,114

利息の支払額 △22,227 △20,726

法人税等の支払額 △49,201 △36,685

営業活動によるキャッシュ・フロー 534,117 △18,121

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △109,831 △88,447

定期預金の払戻による収入 69,600 161,326

有形固定資産の取得による支出 △96,728 △127,847

有形固定資産の売却による収入 － 172

無形固定資産の取得による支出 △3,176 △1,099

投資有価証券の取得による支出 △46,215 △22,391

投資有価証券の売却による収入 10,805 46,992

その他 △17,813 △51,608

投資活動によるキャッシュ・フロー △193,358 △82,901
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △332 △263

短期借入金の純増減額（△は減少） 195,317 23,359

長期借入れによる収入 106,070 1,050,000

長期借入金の返済による支出 △598,410 △643,090

配当金の支払額 － △24,895

少数株主からの払込みによる収入 20,000 －

その他 △29,875 △33,050

財務活動によるキャッシュ・フロー △307,231 372,060

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,003 2,252

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23,524 273,290

現金及び現金同等物の期首残高 2,515,903 2,535,692

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,539,427 ※  2,808,982
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１ 受取手形割引高及び輸出手形割引高 
   

  

  

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。 
  

  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

   
前連結会計年度

（平成23年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日） 

受取手形割引高 千円 31,455 千円 29,452

輸出手形割引高  6,484  －

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

   
前第２四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

給料 千円 398,380 千円 398,114

賞与引当金繰入額  105,770  97,354

退職給付費用  27,601  26,867

役員退職慰労引当金繰入額  2,146  3,189

貸倒引当金繰入額  －  2,820

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第２四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

現金及び預金勘定 千円 3,020,467 千円 3,233,977

預入期間が３か月を超える定期預金  △481,040  △424,995

現金及び現金同等物  2,539,427  2,808,982
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

１．配当金支払額  

  該当事項はありません。  

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間 

末後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．配当金支払額  

  
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間 

末後となるもの 

   

前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

 当社グループは、産業用配電機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月11日 
取締役会 

普通株式  24,898  1.0  平成22年９月30日  平成22年12月７日 利益剰余金 

（決  議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式  24,895  1.0  平成23年３月31日  平成23年６月30日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月11日 
取締役会 

普通株式  24,893  1.0  平成23年９月30日  平成23年12月７日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 0 91 円 銭 1 49

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  22,758  37,085

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  22,758  37,085

普通株式の期中平均株式数（千株）  24,899  24,894

（重要な後発事象）
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  平成23年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  

 (イ）配当金の総額………………………………………24,893千円 

 (ロ）１株当たりの金額…………………………………１円00銭 

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月７日 

 （注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月11日

株式会社戸上電機製作所 

取締役会  御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 佐 藤  宏 文 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 矢  野  真  紀 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社戸上電

機製作所の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日か

ら平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社戸上電機製作所及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。  

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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